
 
社会福祉法人等による 

利用者負担軽減制度 

  
 

 

 

 

 

低所得で生活が困難である介護保険利用者に対し、社会福祉法人が利用者負担額の軽減を行うも

のです。社会福祉法人が、その社会的役割として、介護保険サービスの利用促進を図ることを目的

としています。利用には、必ず申請が必要となります。生活保護受給者や、裏面の要件を全て満た

した方が対象となります。また、認定を受けた方には確認証が発行されますので、ケアマネジャー

や利用事業所に必ず提示して下さい。  
                            

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度とは 

をご存知ですか 

 

介護給付（要介護１～５） 

訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、 

   夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、 

   看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）、介護老人福祉施設、 

   地域密着型通所介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 

 

  予防給付（要支援１、２） 

   介護予防短期入所生活介護、介護予防認知症対応型通所介護、 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

 

総合事業（事業対象者、要支援１、２） 

（第１号訪問事業のうち）介護予防訪問サービス、 

（第１号通所事業のうち）介護予防通所サービス 

 

※社会福祉法人が提供するサービスであり、かつ都道府県や保険者に軽減対象として申し出をして

いる事業所に限ります。東三河内で対象となる事業所は東三河広域連合のＨＰに掲載しています。 

 

・社会福祉法人利用者負担軽減対象確認申請書（東三河広域連合の HPに掲載） 

・収入等申告書（東三河広域連合の HPに掲載） 

・世帯全員の預貯金額等の内容がわかる書類（預貯金通帳の写し等） 

 ※記帳してお持ちください。1年間のお金の流れを確認します。 

 ・世帯全員の収入が分かる書類 

  （年金振込通知、給与証明書、源泉徴収票、確定申告書等の写しなど） 

※申請書、収入等申告書は裏面記載の各窓口にもあります。 

 
軽減対象となるサービス 

 
申請に必要な書類 

 



                                             

住民税非課税世帯者 

1人世帯の方は‘はい’へ   複数人世帯の方は‘いいえ’へ 

年間収入が１５０万円以下 

※非課税年金含 

世帯の年間収入が１５０万円 

＋（本人を除く）世帯員×５０万円以下

（※１） 

預貯金等の額が３５０万円以下 世帯の預貯金等の額が３５０万円 

＋（本人を除く）世帯員×１００万円

以下（※２） 

日常生活に供する資産以外に活用できる資産がない 

生活保護受給者 

負担能力のある親族等に扶養されていない（税・健康保険等） 

介護保険料を滞納していない 

利用している事業所は社会福祉法人でかつ事業所は負担軽減を行う申し出をしていますか（実施事業所一覧表参照） 

申請をして認定を受けることで、 

利用者負担額・食費・居住費が２５％の軽減を受けられます。 

（施設系サービス等の食費・居住費軽減については 

負担限度額認定申請が別途必要です。） 

施設系サービス等の

居住費が１００％軽

減となります。 
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利用ができるか確認してみましょう！  
（スタート）生活保護受給者ですか 

いいえ はい 

いいえ 

 
東三河広域連合 福祉事業部 介護保険課 ☎０５３２‐２６‐８４６８・８４６９ 

豊橋市役所 長寿介護課 ☎０５３２‐５１‐３１３０  田原市役所 高齢福祉課 ☎０５３１‐２３‐３２１７ 

豊川市役所 介護高齢課 ☎０５３３‐８９‐２１７３  設楽町役場 町民課   ☎０５３６‐６２‐０５１９ 

蒲郡市役所 長寿課   ☎０５３３‐６６‐１１７６  東栄町役場 住民福祉課 ☎０５３６‐７６‐０５０３ 

新城市役所 高齢者支援課☎０５３６‐２３‐７６８８  豊根村役場 住民課   ☎０５３６‐８５‐１３１３ 

 問い合わせ先 

 

いいえ 

はい 

（※２）３人世帯だと、 

３５０万円＋（２人×１００万円）だから 

５５０万円以下ということだね 

（※１）３人世帯だと、 

１５０万円＋（２人×５０万円）だから 

２５０万円以下ということだね 


